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日本不安症学会   会 則 

（名称） 

第１条 本会は日本不安症学会 (Japanese Society of Anxiety and Related  Disorders 

(JSARD)) と称する。 

（目的） 

第２条 本会は不安症および関連症の診療、研究、教育に携わる医学・医療・教育関係者が集ま

り、不安症とその関連領域に関する研究を総合的に推進し、不安症および関連症の理解

の普及を図り、精神医学・心身医学・精神科医療の発展と精神保健の充実に寄与するこ

とを目的とする。 

（事務局） 

第３条 本会の事務局は、理事会の定めるところにおく。 

（事業） 

第４条 本会は前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

(1) 学術集会の開催

(2) 総会の開催

(3) 一般市民を対象に行う講演会、公開シンポジウム

(4) 刊行物の発行

(5) 国内および国際の関連する学会との連携に努める。

(6) その他本会の目的を達成するために必要な事業

（会員） 

第５条 本会の会員は次の通りとする。 

1) 正会員、名誉会員、賛助会員、学生会員、臨時会員

2) 正会員は本会の目的に賛同する基礎または臨床の不安症および関連症の研究者で、原

則として、臨床または基礎研究的論文（症例報告を含む）が1編以上ある者、または教育

関係において相当の業績がある者で、所定の会費を納入したものとする。

3) 正会員および学生会員として入会を希望する者は、本会の評議員、理事又は監事のうち

２名の推薦を受け、所定の様式により入会を申し込み、理事会の承認を得なければなら

ない。会員は申し込みに際して、自己の関心のある研究分野を 2 つ以内で明示する。

4) 名誉会員は、原則として年齢が 70 歳以上で、本会の活動に関し、特に功労があった者

で、理事会により推薦され、かつ評議員会において承認された者とする。

5) 賛助会員は、本会の目的に賛同し、本会の事業を援助するため、賛助会費または寄付

金を納める団体または個人とする。

6) 賛助会員として入会を希望するものは、理事 1 名の推薦を受け、所定の様式により入会

を申し込み、理事会の承認を得なければならない。

7) 学生会員は正会員の資格に準じ、不安症および関連症の基礎または臨床研究に携わる

医学・医療・保健・教育の大学または大学院に所属する者とする。
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8)    臨時会員は正会員の紹介により、本会の主催する学術集会に参加費を納めて出席する

者とする。 

9)     一般市民を対象に行う講演会、シンポジウムへの参加は会員に限らず、別途申し込みに

より参加できる。 

（会費） 

第６条 本会の会費は別に定めるとおりとする。 

（退会および除名） 

第７条 本会を退会しようとする者は、退会届けを本会事務局に提出しなければならない。 

2     2 年間会費を滞納した者は、告知のうえ、退会した者とみなす。 

3     本会の名誉を傷つけ、または本会の目的に反する行為をした会員、あるいは本会の会

則に背く行為があった者は、理事会、評議員会の議を経て除名することができる。 

（役員および評議員） 

第８条 本会に次の役員および評議員を置く。 

  理事         10 名程度 

  監事         1 名 

  評議員会議長   1 名 

  評議員       若干名 

（役員） 

第９条  理事は評議員のうちから理事会が推薦し、評議員会の承認を得なければならない。その

際、本学会活動、臨床および研究活動、不安症および関連症の研究分野を考慮する。 

2  理事長は理事の互選により定める。 

3 理事長が必要と認めるときは、副理事長 1～２名を置くことができる。副理事長は、理事の

うちから理事長が推薦し、理事会の承認を得なければならない。 

4 監事は評議員より理事会が推薦し、評議員会の承認を得なければならない。 

5 評議員会議長は評議員の互選により定める。 

6 役員の任期は、2 年とする。 

7 役員は再任を妨げないが、その就任年度において満 68歳を超えないものとする。また、理

事長の再任は、連続して 3 期 6 年までとする。 

8 理事会において役員の補充を行うときは、その任期は前任者の残任期間とする。 

 

（評議員） 

第１０条 評議員は、原則として、３年以上引き続き本学会の正会員であり、かつ本学会の目的に寄

与する業績のあった者から選出される。 

2   新評議員になる者は、役員および評議員のうち 2 名の推薦を得、評議員会の承認を経て

決定される。評議員は自己の関心のある研究分野を２つ以内明示する。 

3   評議員の任期および年齢上限はこれを定めない。ただし、評議員会への出席が一定以上

に達しないときは、その資格を失うことがある。 

4   評議員を辞退するときは原則として文書をもって理事会に申し出るものとする。 
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（職務） 

第１１条 理事長は、本会の職務を総括し、本会の代表となる。 

2 理事長に事故あるときは、副理事長がその職務を代行する。 

3 理事は、理事会を組織し、本会の業務を議決し、執行する。 

4 監事は、本会の財産の状況を監査し、その結果を理事会および評議員会に報告する。 

5 評議員会議長は、評議員会を総括する。 

6 評議員は、評議員会を組織し、理事会より提出された事項、その他、本会に関する重要事

項を審議する。 

（会議） 

第１２条 本会は次の会議を開催する。 

(1) 学術集会 

(2) 総会 

(3) 評議員会 

(4) 理事会 

(5) その他、理事会において必要と認めるもの。 

（会長および副会長） 

第１３条 本会に会長を置く。会長は学術集会を主催する。 

2 会長は、正会員のうちから理事会の推薦で決定する。 

3 会長が必要と認めるときは、副会長 1 名を置くことができる。副会長は、正会員のうちから

会長が推薦し理事会で決定される。 

4 会長及び副会長の任期は、前年の学術集会終了より始まり主催する学術集会の終了をも

って満了とする。 

5 会長に事故があるとき、または欠けたときは、副会長がその職務を代行する。 

（学術集会） 

第１４条 学術集会は年 1 回開催する。 

2 本会が開催する学術集会の発表は原則として会員に限る。 

3 会長は、学術研究関係事務を行うため必要と認めたときは、会員のうちから学会委員若

干名を委託することができる。 

（総会） 

第１５条 総会は原則として年 1 回、学術集会のときに開催する。 

2 総会は理事長が招集し、会長がその議長となる。 

3 総会を招集するときは、正会員に対し、あらかじめ会議の目的たる事項及び日時、場所等

をホームページ上で開催日の 10 日以前に通知する。 

（理事会） 

第１６条 理事会は理事により構成される。監事、評議員会議長、会長および次期会長は理事会

に出席し、意見を述べることができる。 

2  理事会は年 1 回理事長が招集する。ただし、理事長が必要と認めた場合には、臨時理事
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会を招集することができる。臨時理事会での決定は、年 1 回の理事会での決定と同等の

効力をもつ。なお臨時理事会は電磁的に開催することができる。 

3 理事又は監事より会議の目的たる事項を示し請求があったときは、理事長はすみやかに臨

時理事会を招集しなければならない。 

4 理事会を招集するには、あらかじめ理事に対し会議の目的たる事項および日時、場所を文

書をもって通知しなければならない。 

5 理事会の議長は、理事長とする。 

6 理事会は、理事の 2 分の 1 以上の出席がなければ開催することができない。ただし、当該

議事について、あらかじめ書面をもって意思表示をした者、又は書面をもって委任状を提

出した者は出席者とみなす。 

7 理事会の議決は、出席理事の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところ

による。 

8 理事会は、当該年度の事業報告、収支決算、次年度の事業計画、収支予算及びその他理

事会及び評議員会において必要と認められた事項を評議員会の議を経て、総会に報告

し、その承認を得るものとする。 

（評議員会） 

第１７条 評議員会は年 1 回評議員会議長が招集する。ただし、評議員会議長が必要と認めた

場合には、臨時評議員会を開催することができる。臨時評議員会での決定は年 1回の

評議員会と同様の効力をもつ。なお臨時評議員会は電磁的に開催できる。 

2 評議員会議長は、理事会の要請又は評議員の 5分の 1以上の要請があったときは、す

みやかに評議員会を招集しなければならない。 

3 電磁的に行う臨時評議員会を除き、評議員会を招集するには、あらかじめ会議の目的

たる事項及び日時、場所を通知しなければならない。この通知は文書または電磁的方

法で行うものとする。 

4 電磁的に行う臨時評議員会を除き、評議員会は、評議員の2分の1以上の出席がなけ

れば開催することができない。ただし、当該議事について、あらかじめ書面または電磁

的方法をもって意思表示をした者、又は書面または電磁的方法をもって委任を行なっ

た者は出席者とみなす。 

5 評議員会の議決は、出席議員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決する

ところによる。 

6 議長に事故あるときは、あらかじめ議長の指名した評議員が代行する。 

7 評議員会は、審議の要項及び議決事項を理事会に報告するものとする。 

（委員会および専門部会） 

第１８条 理事会（臨時理事会を含む）は必要に応じ、学会運営に関する各種の委員会およびあ

る分野の推進に関する専門部会を置くことができる。 

2     各委員会および専門部会の規定は別に定める。 

（会計年度） 

第１９条 本会の会計年度は、毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わる。 
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（会則改定） 

第２０条 本会の会則は、評議員会（臨時評議員会を含む）で評議員の 3 分の 2 以上の賛成をも

って改定することができる。 

 

日本不安症学会 委員会規則（内規） 

 

第１条 日本不安症学会に委員会を設置することができる。 

第２条 各委員会の新たな設置、または廃止は理事が提案し、理事会（臨時理事会を含む）で決定

する。 

第３条 各委員会に委員長１名をおく。また、副委員長を１名ないし２名おくことができる。 

第４条 委員長および副委員長は理事長が指名し、理事会（臨時理事会を含む）で承認を受ける。 

第５条 各委員会の委員は、学会の正会員の中から各委員長が指名し、理事会（臨時理事会を含

む）の承認を受ける。 

第６条 本委員会規則は、理事の半数以上の賛成をもって改定することができる。 

 

付 則 

  

第１条 本会の正会員の会費は年額 5,000 円とする。ただし、評議員ならびに役員の年会費は

8,000 円とする。学生会員は 2,000 円とする。 

2 賛助会員の年会費は 1 口 50,000 円とする。 

3 正会員の会費の改定は評議員会の議決を必要とする。 

4 名誉会員は会費を要しない 

5 既納の会費はこれを返却しない。 

第２条   本会側は平成 30 年４月１日より実施する。 

第３条   創設時より 3 年間の役員、評議員は会則に拠らない。 

第４条 本会の事務局は、千葉大学大学院 医学研究院 認知行動生理学（C2） 

〒260-8670  千葉市中央区亥鼻 1-8-1 医学系総合研究棟 7 階  受付 752 

Tel:043-226-2027（内線 5102） Fax:043-226-2028 E-mail：office@jpsad.jp におく。 

 

不安症学会役員 

理事長：清水栄司 

副理事長：井上猛 熊野宏昭 佐々木司 (五十音順) 

評議員長： 

理 事：朝倉聡 浅見剛 石川信一 稲田健 岩永誠 大坪天平 笠井清登 塩入俊樹  

高江洲義和 富永敏行 中尾智博 端詰勝敬 福土審 松永寿人 山田和夫 吉内一浩  

吉永尚紀 渡邊衡一郎  (五十音順) 

監 事：福井至 

顧 問：大野裕  岡崎祐士 越野好文 齊藤万比古  齋藤利和 髙橋徹 樋口輝彦 (五十音順) 
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名誉会員：一瀬邦弘 貝谷久宣 上島国利 切池信夫 久保千春 久保木富房 坂野雄二 

竹内龍雄 丹羽真一 福居顯二 山内俊雄 (五十音順) 

 

評議員： （発起人を了承した者が評議員に移行となる。新たな評議員就任は、会則の通り。） 

 

学会事務局（会計担当）：木村里恵子 落合雅子 

 

                                 令和 6 年 8 月 24 日改訂 

 


